
歴史

430年以上にわたり、人々の生活に欠かせない非鉄金属を社会に提供してきたという歴史。その中で住友金
属鉱山グループは、大きな事業環境の変化を鋭敏にとらえ、新たな価値を創造してきました。

住友の源流事業である 
銅製錬事業の開始
1590年、住友の銅事業は、京都で銅吹きと銅細
工を開業したことに始まります。日本で初めて、
「南蛮吹き」と称する銀・銅分離の技術を完成さ
せたことにより、事業基盤を固めました。

別子銅山を開坑し、鉱山資源という 
新たな価値を発掘
別子銅山は1691年の開坑から283年にわたり操業を続
け、住友の発展に大きく寄与しました。この別子銅山の
開坑を機に、住友の事業は銅の製錬事業に加え資源事
業へと広がっていきます。別子銅山で培われた鉱山技術
は、世界に広がる当社の資源事業に脈々と受け継がれて
います。

製錬・資源事業のポートフォリオに 
新たなメタルを追加
資源としての金の重要性が高まる中、北海道・鴻
之舞鉱山の経営権を1917年に取得しました。ま
た、国内での製錬ができず輸入に頼っていたニッ
ケルの国内製錬に先鞭をつけ、1939年からニッ
ケル製錬を事業化しました。

材料事業へ進出 

新たな市場として電子材料事業が注目され
ており、当社は1960年にトランジスタ向け
二酸化ゲルマニウムの生産を開始しました。
その後も様々な電子材料を市場に提供し続
けています。

海外銅鉱山への参画と権益の取得 

国内鉱山の縮小により、海外から原料を調達し製錬す
る方式への転換を余儀なくされていました。1961年に
ベスレヘム銅鉱山への投融資買鉱契約を締結し、海外
鉱山へ参画。現在に至る鉱山権益取得への足掛かりを
つくりました。

菱刈鉱山の操業開始 

1979年、佐々連鉱山の閉山により、永く引き継がれて
きた鉱山技術の幕が一度は閉じることになります。し
かし1985年に菱刈鉱山が操業を開始。当社グループ
の技術は新たな地で歴史を刻み始めました。現在まで
豊富な金含有率を誇り収益の柱となるとともに、鉱山
技術を継承する役割も担っています。

1590年　 
銅製錬事業の始まり

1905年　 
新居浜沿岸部
から四阪島に
製錬所を移設

1971年　 
東予工場の生産開始

1939年　 
ニッケルの製錬
事業を開始

1691年　 
別子銅山開坑

1973年　 
別子銅山閉山

1979年　 
佐々連鉱山閉山

1917年　 
金鉱山事業を開始

1973年　 
鴻之舞鉱山閉山

1985年　 
菱刈鉱山の操業を開始

1961年　 
ベスレヘム銅鉱山への投融資買鉱契約を締結

1986年　 
モレンシー銅鉱山の権益を取得 
海外銅鉱山への投資を本格化

1960年　 
材料事業へ進出

1966年　 
リードフレーム事業の開始

1650年頃　 
文
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意
い

書
が き

現代に続く住友の事業精神は、住
友家初代政友（1585年～1652年）
が晩年、商人の心得を説いた文殊
院旨意書が源となっています。

1894年　 
大規模植林事業
第二代総理事となる伊庭貞剛が別子銅山支
配人に就任し、大規模な植林事業を開始。
ピーク時には毎年200万本を超える植林を行
い、別子山を緑あふれる山に蘇らせました。

1939年　 
四阪島、煙害の克服
煙害の根本原因であった亜硫酸ガスの排出ゼロを
実現し、世界中の銅製錬所が抱えていた煙害問題
を世界に先駆けて解決しました。

旧別子銅山（左）と現在（右）
［住友史料館所蔵］ 画像提供【住友林業（株）】

鴻之舞鉱山
明治期の別子銅山図

江戸時代、銅は国際商品として国内生産高の約半分の量が長崎貿
易により輸出されていました。住友は1698年に年産約1,500トンの
産銅量に達し、これは当時の国内生産高の四分の一を占める量に相
当します。

明治時代以降、通信線や電灯電線、伸銅品の需要の増大などによ
り、銅の内需が大幅に増加しました。洋式製錬を導入した別子銅山
がわが国の産業を支えました。

1700年頃

長崎貿易の主力
1900年頃

産業の近代化

銅鉱石の中に含まれる銀を抜き出す技術は当時の日本に
なく、銅に銀を含んだまま銅の価格で販売・輸出されて
いました。蘇我理右衛門が銅と銀を分離する「南蛮吹き」
と呼ばれる製錬技術を開発。大阪の銅製錬業者に広く公
開し、富の海外流出を防ぎました。

19001500

南蛮吹き

1600 18001700

銅鉱山

材料

金鉱山

海外銅鉱山

銅製錬

ニッケル製錬

これまで培ってきた金属を扱う技術、社会との共存をうたう精神に基づき、多様化・高度化する社会要請の変
化を事業機会ととらえ、これからも変革への新たな挑戦に取り組んでいきます。

長期にわたる価値創造の軌跡

製錬事業

資源事業

材料事業

経営・サステナビリティ

イノベーション・トピックス 1

［住友史料館所蔵］

［別子鉱山鉄道上部線 住友史料館所蔵］

［鼓銅図録 南蛮吹きの図 住友史料館所蔵］

［長崎御用棹銅箱（模型） 住友史料館所蔵］

住友金属鉱山グループの価値創造
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JCO臨界事故からの企業再生 

1999年9月、原子力発電用の核燃料を製造する子会社・
（株）ジェー・シー・オーで臨界事故が発生し、当社グルー
プの経営のターニングポイントとなりました。この反省か
ら2000年に「企業再生計画」を策定しました。コンプラ
イアンスと安全文化の醸成・浸透を徹底し、事故後20年
を超える中でも記憶を風化させず、若い世代にも事故の
教訓を受け継いでいます。

本業回帰 

企業再生計画のあとを受け、2002年度か
らは事業の選択と集中をさらに進めること
により、当社グループの事業構造改革とコ
スト構造改革を進め、厳しい経営環境の
もとでも国際競争に耐えることができる強
靭な企業体質を築き、収益力の向上を図
りました。

成長戦略の推進 

2004年度からは、大型プロジェクトの推進による「成
長戦略」に大きく舵を切り、コアビジネスの拡充・強化
に向け、成長分野に経営資源を集中しました。
2010年度には、「資源・製錬・材料」の3コア事業へビ
ジネスモデルを転換。企業価値向上・競争力強化に向
けた「成長戦略」を継続的に遂行しています。

電池材料の増産開始 

ニッケル原料の調達から加工までを一貫して手掛けている強み
（3事業連携のシナジー）を活かし、今後大きく成長することが期
待される車載向け電池材料（正極材）の高性能化と段階的な生
産能力拡大を推進しています。

長期ビジョン「世界の非鉄リーダー」を目指す 

2018年中期経営計画では「『世界の非鉄リーダー』を目指す」という長期ビジョンを掲げ、
大型プロジェクト推進による成長基盤強化、3事業連携の強化、コーポレート機能の強化を
図りました。
続く2021年中期経営計画では、「変革への新たな挑戦」をテーマに、長期ビジョンの実現に
向けた「4つの挑戦」に取り組んでいきます。

1993年　 
ニッケル製造プロセスをMCLE法に転換

2005年　 
コーラルベイニッケル生産開始

2013年　 
タガニートHPAL生産開始

2006年　 
ポゴ金鉱山生産を開始

2017年　 
コテ金鉱山の権益を取得

2018年　 
ポゴ金鉱山を譲渡

2023年　 
コテ金鉱山生産開始を予定 P.50-51

1992年　 
カンデラリア銅鉱山への資本参加

2006年　 
セロ・ベルデ銅鉱山生産を開始

2015年　 
シエラゴルダ 
銅鉱山生産を
開始

2016年　 
モレンシー銅鉱山 
の権益追加取得

2019年　 
ケブラダ・ブランカ銅鉱山
の権益を取得

2022年　 
シエラゴルダ銅鉱山を譲渡
全社的な資産ポートフォリオの見直
しに伴い、権益持分の売却を含めた
戦略的選択肢の検討の結果、全権益
保有持分を譲渡しました。

ケブラダ・ブランカ 
銅鉱山生産開始を 
予定 P.50-51

2001年　 
車載向け電池正極材の生産を開始

2014年　 
住鉱エナジーマテリアル（株）
を設立、電池材料の増産、
SAWフィルターLT/LNの増産

2016年　 
リードフレーム事業からの撤退を決定
経営資源を今後の成長が見込まれる電池材料など
の拡大・強化に振り向けました。

2022年　 
リン酸鉄リチウム（LFP）電池材料事業を譲受  

P.60

1999年　 
JCO臨界事故

2010年　 
資源・製錬・材料の 
3コア事業へ

2017年　 
働き方改革の 
推進に向けた 
宣言文の発行

2019年　 
長期ビジョン 
見直し

2020年　 
「2030年の 
ありたい姿」 
を策定

2022年　 
2021年中期経営計画を公表 P.42-45

マットおよびMS（ニッケル・コバルト混合硫化物）を高温で塩素に溶かし、電解法にて高純度ニッケルを生産します。他の製法と比べて
コスト競争力があるものの操業技術は難しく、類似した技術で商業化している生産者は当社グループ以外には2社しかありません。

これまで回収が難しいとされていた、低品位ニッケル酸化鉱からニッケルを回収する技術。 当社グループが、世界に先駆け商業ベースでの実用化を行いました。 
ニッケル資源の有効活用と自社調達に寄与するとともに、事業拠点であるフィリピンでの社会貢献活動なども行っています。

環境意識の高まりなどを背景に、ハイブリッド車や電気自動車向け二次電池正
極材の需要が急速に増加しました。当社グループではお客様との密接な連携
により、高性能で安全な電池正極材の供給を図るとともに、電池正極材の原料
であるニッケルおよびコバルト生産者としての責務を果たしています。

当社グループの製品であるニッケルは、ステンレス鋼や特殊鋼の原
料として使用されており、これらの素材は通信、医療、建材、発電な
ど様々な分野で活用されています。1987年以降にステンレス需要
が好転し、（株）日向製錬所はフェロニッケルの生産を拡大しました。

1980年頃

ステンレス鋼の普及
2000年頃

車載向け電池正極材の需要急増

2000

金鉱山

海外銅鉱山

銅製錬

ニッケル製錬

歴史

材料

長期にわたる価値創造の軌跡

製錬事業

資源事業

材料事業

経営・サステナビリティ

MCLE法 HPAL法イノベーション・トピックス 2 イノベーション・トピックス 3
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銅は人類の歴史上、最初に利用された金属であるといわれています。高い導電性
と熱伝導性があり、比較的安価で加工性に優れることから、電線や伸銅品として様々
な産業分野で欠かすことのできないベースメタルとして利用されてきました。

　銅鉱石は、チリとペルーが世界の2大生産国であり、これに中国、DRコンゴ、米国が続いています。

　銅は、電線や伸銅品としてインフラを中心に様々な産業分野に欠かすことのできないベースメタルであり、中国が世界需

要の約半分を占めています。世界経済の発展に伴い、今後も堅調な需要増加が見込まれています。一方、供給面では、世

界の優良鉱山の開発が進むにつれ、今後の新規開発案件は奥地化、高地化、低品位化が避けられないことから難しさを増

しており、リサイクル品を含めてもタイトな状況が続くと思われます。

世界の主要銅鉱石生産国

世界の銅需給動向

DRコンゴ 
1,400

中国  
1,855

米国  
1,196

ペルー 
2,149

チリ  
5,732

■ 鉱石生産
■ 地金生産
■ 地金消費

出典： JOGMEC鉱物資源 
マテリアルフロー2021

出典： JOGMEC鉱物資源 
マテリアルフロー2021

（千トン、2020年間値）

チリ、ペルーが2大生産国

2020201920182017201620152014201320122011（年）

25,000

20,000

15,000

10,000

5,000

（純分千トン）

0

銅を取り巻く事業環境 銅に関する統計データ

■  建築物 
（水・ガス配管、屋根、 
室内装飾、配電線等）

■  インフラ 
（送電線、通信線）
■  産業 
（変圧器、モーター、 
プラント機器等）

■  輸送 
（自動車、鉄道、船舶等）
■ その他機器

■  Corporación Nacional 
del Cobre de Chile

■  Freeport-McMoRan 
Inc.

■  BHP Group Limited
■  Glencore plc
■  Southern Copper 

Corp.
■  First Quantum 

Minerals Ltd. 
■  KGHM Polska Miedz 

S.A.
■  当社グループ
■  その他

■  中国
■  米国
■ ドイツ
■ 日本
■ 韓国
■ その他

■  中国
■  チリ
■ 日本 
■ ロシア
■ 米国
■ その他

世界の銅市場規模は約2,480万トン
当社グループの銅権益分生産量（2021年度：23万トン）は 
世界第24位

出典：当社調べ

出典： The International Wrought Copper Council (IWCC) and the Inter-
national Copper Association (ICA)

出典：JOGMEC鉱物資源マテリアルフロー 2021

出典：JOGMEC鉱物資源マテリアルフロー 2021

出典：S&P Global Market Intelligence

世界の資源需要推移

国別銅地金生産量（2020年実績） 世界の銅権益分生産量（2021年実績）

銅の用途（2021年実績） 国別銅地金消費量（2020年実績）

 世界の実質GDP　　  粗鋼　　  銅　　  ニッケル
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10%7%

4%

4%

58%

24%

68%

16%

32%

12%
12% 7%

7% 6%

3%
2%

1%

5%
5%
4%

2%
4%
4%

202020172014201120082005200219991996199319901987198419811978197519721969196619631960

14

12

10

8

6

4

2

（1960＝1）

0
（年度）

合計
24,913千トン

合計
23,931千トン

住友金属鉱山グループの価値創造

22 23住友金属鉱山　統合報告書　2022 住友金属鉱山　統合報告書　2022

住
友
金
属
鉱
山
グ
ル
ー
プ
の
価
値
創
造

世界の非鉄金属産業と住友金属鉱山グループ



ニッケルの主な用途はステンレス鋼向けであり、今後も一定の需要増加が見込まれ
ていますが、これに加え、近年世界的な自動車の電動化の流れが加速するにつれ、
リチウムイオン二次電池の正極材向けの需要増加が見込まれています。

　ニッケル鉱石は、インドネシア、フィリピンが世界の2大生産国です。ニッケルの用途はステンレス鋼向けが全体の約
70%を占めており、銅と同じく世界需要の約半分を中国が占めています。需要の伸びは、近年、銅の伸び率を大きく上
回っており、今後も電動車の普及につれてリチウムイオン二次電池の正極材向けの需要が増加するものと見込まれてい
ます。一方、供給面では、主としてステンレス生産の原料となるフェロニッケルやニッケル銑鉄（NPI）など「クラス2」と
呼ばれるニッケル品位がそれほど高くないカテゴリーの製品は、中国企業によるインドネシア等での開発が活発である
ものの、特殊鋼や電動車向け電池の原料となる「クラス1」と呼ばれる高品位ニッケルカテゴリーの製品は、具体的な
新規開発が限定的であり需要が供給を上回る状況が続くものと思われます。

ニッケルを取り巻く事業環境

世界のニッケル需給動向

世界の主要ニッケル鉱石生産国

インドネシア 
781

（千トン、2020年間値）

ニューカレドニア 
199

フィリピン  
334

ロシア  
233

オーストラリア 
169

■ 鉱石生産
■ 一次ニッケル生産
■ 一次ニッケル消費

出典： JOGMEC鉱物資源 
マテリアルフロー2021

出典： JOGMEC鉱物資源 
マテリアルフロー2021

（純分千トン）

2020201920182017201620152014201320122011（年）

3,000

2,000

1,000

0

出典：S&P Global Market Intelligence（2022年7月7日） 出典：B3 report 21-22

※ 2021年以降は予測値

出典：S&P Global Market Intelligence（2022年6月30日）
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埋蔵量に含まれるニッケル

国地域別ニッケル地金生産量（2020年実績）

国地域別ニッケル地金消費量（2020年実績）

xEV（電動車）の販売台数の見通し

世界のニッケル権益生産量（2021年実績）

■■ BEV　　■■ PHEV　　■■ HEV　　■■ MHV

■ 南アフリカ　　■ インドネシア　　■ オーストラリア　　 
■ ニューカレドニア　　■ ブラジル　　■ グアテマラ　　 
■ マダガスカル　　■ ドミニカ共和国　　■ カザフスタン　　 
■ パプアニューギニア　　■ その他

ニッケルの用途

■  ステンレス鋼
■  合金および鋼鉄・鋳造
■  めっき
■  電池
■ その他

■  中国
■  欧州
■ インドネシア
■ 日本
■ 北南米
■ その他アジア
■ インド
■ アフリカ
■ オセアニア

■  PJSC MMC Norilsk 
Nickel

■  Vale S.A.
■  Glencore plc
■  Jinchuan Group Co., 

Ltd.
■  当社グループ
■  PT Vale Indonesia Tbk.
■  BHP Group Limited
■  Anglo American plc
■  その他

■  中国
■  インドネシア
■ 欧州
■ 北南米
■ オセアニア
■ 日本
■ その他アジア
■ アフリカ

0%

59%
11%

9%

6%

6%
6%

2%

出典：JOGMEC鉱物資源マテリアルフロー 2021

出典：JOGMEC鉱物資源マテリアルフロー 2021

30%

25%

7%
7%

74%

4%

2%

3% 2%

16%

11%

7%

出典：S&P Global Market Intelligence
※ 各社はニッケル権益生産量、当社グループはメタル生産量で算出

3%

4%
3%
3%

2%

合計
2,519千トン

合計
2,385千トン

ニッケルに関する統計データ

アジアを中心に有力鉱山が分布

住友金属鉱山グループの価値創造
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世界の非鉄金属産業と住友金属鉱山グループ



INPUTS
（2021年度実績）（2021年度実績）

（2021年度実績）

資本 OUTCOMES IMPACTS

OUTPUTS

中期経営計画　 P.42-45 　　　2030年のありたい姿　 P.8-9

社会との価値共創のために　 P.72-117

住友金属鉱山グループ

製錬事業

市場

資源事業

材料事業

財務資本 2021年度末                 
・健全な財務体質
・資本合計　1兆5,574億円
・有利子負債　3,014億円

製造資本                                 
資源  操業中の鉱山　7カ所
製錬  工場数　国内5カ所　海外3カ所
材料  工場数　国内18カ所　海外3カ所
研究  研究所　国内4カ所

知的資本                                 
・ 研究開発費　66億円
・ 保有知的財産権　5,325件
・ 低品位鉱石の有効活用、コスト競争力、生産性 
等の点で優れた生産方法・操業技術に関する 
技術力（HPAL、MCLE等）
・ 430年磨き続けた次世代を見据える技術と暗黙知
・ 3事業連携に基づく組織知の集積

人的資本                                 
・ 従業員数　連結7,202人
・ 住友の事業精神や当社グループの組織 
文化を継承・理解している役員・従業員
・ OJTによる能力開発
・ 専門性を重視した人事制度
・ 安全に対する堅い決意と危険感受性を高める 
管理体制

社会・関係資本                      
・ 対社会
　倫理観のある組織
　リスクマネジメント体制
　ソーシャルライセンス
・ 対取引先
　 長年培ってきたビジネスパートナーとの信頼関係
　適切なサプライチェーンマネジメント
・ 対政府
　各国政府および地域との信頼関係
・ 対顧客・従業員
　 当社グループブランド、顧客ニーズに寄り添い 
応え続ける協働力

・ 対地域社会
　 本業を通じて蓄積してきた地域社会との関わり

自然資本
・操業中の鉱山　国内1カ所　海外7カ所
・原材料鉱物資源
　銅精鉱使用量　128万7,000トン
　ニッケル酸化鉱使用量　799万8,000トン
　金銀鉱使用量　19万トン
　リサイクル原料　23万9,000トン
・水資源（淡水、海水）　1億8,127万1,000m3

・ 関連エネルギー源　石炭・コークス類　 
1万3,048TJ（エネルギー使用量の42.6%）

財務資本
+   健全な財務体質 
（自己資本比率50%以上）

+   連結配当性向35%以上
+   成長投資

・自己資本比率　63.7%（実績）
・配当性向　35.1%、配当　301円（前年度比＋180円）
・JCR格付け　AA－

製造資本
+   拠点や設備の増加・増強・改修
+   需要増に応じた生産能力の向上

・コテ金鉱山開発中、ケブラダ・ブランカ2開発中　 P.50-51

・ニッケル系正極材の生産能力増強の決定　4,550トン／月 → 4,850トン／月

知的資本
+  開発ノウハウ
+  生産・設備開発技術

・ 国内特許権・意匠権数（2021年度末時点）　3,126件（前年度比177件増）
・ オープンイノベーションを目指したX-MINING®（クロスマイニング）への取り組み
・ コバルト、リチウム回収が可能な車載リチウムイオン電池リサイクル技術実
証、事業化に向けた取り組み　 P.67

人的資本
+  社員の意識向上、理解促進
　　高い安全意識
　　先住民への理解
　　責任ある鉱物資源調達
　　社会貢献

+  OJTによる能力向上
　　マイニングスクール

+  Off-JTによる能力向上
　　製錬大学
　　 社外研修に対する全額補助（社会
人大学院、通信教育）

+   社員の働きがい向上

・従業員の重篤災害　2件（前年0件）
・従業員の全災害　21件（前年15件）
・業務上疾病　0件（前年0件）
・ 先住民に関する社内教育実施への取り組み　 P.115

・従業員一人当たりの年間教育時間　30時間（前年度21時間）　 P.109

・マイニングスクール　 P.52

・製錬大学受講者　5人　 P.57

社会・関係資本
+   パートナー、協力会社、サプライ
チェーンとの良好な関係維持・促進

+   地域コミュニティ、地域住民、先住
民との良好な関係維持・促進

+   非資源国である日本への貢献
+   公正な納税義務の履行
+   顧客との共創による製品用途拡張

・重大環境事故の件数　0件
・ インフラ投資および支援サービス　13億円　 別冊ESGデータブック2022 P.25

・フィリピン「2021年鉱物産業環境大統領賞」2拠点同時受賞　 P.99, 111

・「住友金属鉱山グループ人権方針」の改正　 P.102-105

・責任ある鉱物調達、サステナビリティ調達　 P.116-117

・工場建設時における環境負荷の低減　 P.98-99

・先住民に関する社内教育実施への取り組み　 P.115

・支払法人税額　721億円　 国・地域別の支払法人税の詳細はP.35

・ 「住友金属鉱山グループ税務に関する基本方針」に基づく取り組み　
P.132-133

自然資本
-  開発による環境破壊
-  大気・水域への有害物質の排出
-  エネルギー使用量
+   銅・貴金属のリサイクル生産
+   気候変動対策

・開発および緑化した土地の面積　 P.99

・設備投資における環境保全関連投資　7,706百万円　 P.37

・水使用量の合理化　63万6,000m3増加
・大気・水域への有害物質の排出量　90トン減少
・石炭・コークスの使用量　769TJ削減
・ リサイクル原料使用比率　2.38%
・2050年までにGHG排出量ネットゼロに向けた取り組み
・GHG排出原単位　2013年度比　5%削減

非鉄金属素材
ニッケル （Ni）　製錬
・ 年間生産量　8.3万トン

銅 （Cu）　資源   製錬
・権益分生産量 /年　23万トン
・電気銅の年間生産量　42万トン

金 （Au）　資源   製錬
・年間生産量※　17トン

※ 製品生産量（製錬）

高機能材料
電池正極材　資源   製錬   材料
・生産能力　 4,850トン/月

資源の有効活用
製錬
・ ニッケル酸化鉱からのスカンジウムと
クロマイトの回収

材料   製錬
・ リチウムイオン二次電池リサイクルプ
ロセスの開発（銅・ニッケル・コバルト・
リチウム）

リ
ス
ク
と
機
会

BUSINESS ACTIVITIES

3事業連携から生み出される競争優位　 P.29

7つの競争力

7つの競争力

7つの競争力

7つの競争力

7つの競争力 7

1

1

2

3

5

5

4 6

+  -  は各資本へのインパクトを示す

P.58-63

P.48-52

P.53-57

品質の高い非鉄金属 
素材・材料の安定供給 
を実現

ありたい姿 1  
　非鉄金属資源の有効活用

より

影響のあるステークホルダー
顧客
ＮＧＯ、ＮＰＯ（自然環境）

GHG排出量削減と低炭
素負荷製品の増産・新規
製品開発を通じた自然環
境保全の実現
ありたい姿 2  気候変動
ありたい姿 3  重大環境事故
ありたい姿 4  生物多様性

より

影響のあるステークホルダー
顧客
ＮＧＯ、ＮＰＯ（自然環境）

すべての従業員が活き 
活きと働ける快適で安全
な職場環境の実現
ありたい姿 5   
　従業員の安全・衛生
ありたい姿 6  多様な人材
ありたい姿 7   
　人材の育成と活躍

より

影響のあるステークホルダー
従業員  

地域社会との共存共栄
を実現
ありたい姿 9   
　地域社会との共存共栄
ありたい姿 10  先住民の権利

より

影響のあるステークホルダー
地域住民  

サプライチェーン全体で
のサステナビリティ調達
の実現
ありたい姿 11   
　 サプライチェーンにおける 
人権

より

影響のあるステークホルダー
ビジネスパートナー

ＮＧＯ、ＮＰＯ（人権、自然環境）

P.32

提供価値事業活動 社会への影響

製品・サービス

長期ビジョン

「世界の 
非鉄リーダー」 
を目指す

7つの競争力※　※  数字は関連項目を示す　 P.30-31

住友金属鉱山グループの価値創造
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価値創造プロセス



鉱山（権益保有）

電池メーカー

金属加工事業者・ 
商社

製錬事業者・商社

電子デバイス 
メーカー

鉄鋼メーカー・ 
商社

鉱山・商社

廃バッテリー 
前処理メーカー

材料メーカー・ 
商社

技術・人の支援

鉱石

鉱石 
（銅・金）

金属材料

金属材料

電池正極材

機能性材料

出資（銅・金）

鉱石（銅・金）

原材料

使用済み 
二次電池

鉱石 
（銅・ニッケル・
コバルト）

出資 
（ニッケル）

鉱石（銅・金） 
銅スクラップ

鉄鋼ダスト

鉱石の特性情報 
（品位・性状・不純物）の共有

技術の相互活用

人材の交流

金属需要情報の共有

金属材料の特性情報 
（品位・性状・不純物）の共有

技術の相互活用

人材の交流

金属需要情報の共有

● 海外鉱山開発・運営への参画
● 菱刈鉱山の運営
● 銅精鉱の販売
● 新規鉱山の探査
● 鉱山権益の獲得・譲渡
● 鉱山技術者の育成

● 銅・金（その他貴金属）製錬
● ニッケル（コバルト）製錬
● 亜鉛リサイクル
● 電池リサイクル（ニッケル・コバルト）
● 製錬技術者の育成

● 電池正極材製造・販売
● 機能性材料製造・販売
● 材料技術者の育成

ビジネスモデル

当社グループサプライヤー
ビジネスパートナー

顧客
市場

資源事業

製錬事業

材料事業

重要な INPUTS―7つの競争力

OUTCOMESとIMPACTS―持続可能な社会を形成

ビジネスモデル―「3事業」が有機的に連携

　住友金属鉱山グループの様々な経営資本から生み出さ

れるのが、「7つの競争力」です。430余年の歴史の中で、

時代の要請に応じた戦略や事業を遂行するため、多様な

資本を掛け合わせて競争力を磨き続け、持続的な成長を

実現してきました。
P.30-31

　当社グループは、長期ビジョン「世界の非鉄リーダー」

を実現するためのマイルストーンとして「2030年のありた

い姿」を定めており、達成すべき取り組みとして11個の「重

要課題」を設定しています。また経営理念の中で掲げる

「地球および社会との共存」は、資源を生業としているも

のづくり企業としての社会的使命です。重要課題一つひ

とつに着実に取り組むことで、当社事業にとって欠かせな

い社会的操業許可（Social License to Operate）を獲得

し、顧客やＮＧＯ、ＮＰＯ、従業員、地域住民、ビジネス

パートナー等、ステークホルダーの皆様とともに、持続可

能な社会に貢献していきます。

　環境・社会に配慮した鉱山開発・運営を行う「資源事

業」。採掘した鉱物資源から高品質な金属素材を生み出す

「製錬事業」。そしてその素材に時代が求める新たな価値

を付加する「材料事業」。当社は資源、製錬、材料の3つ

の事業を運営し、それらが有機的に連携する、世界でも類

を見ないユニークな「3事業連携」ビジネスモデルを有して

います。各事業間でモノ・人・技術・情報を共有・活用す

ることで競争優位を築いています。

資源事業 　　 P.48-52

　銅や金の鉱山へ出資し、パートナーとともに鉱山を開発し、鉱
石を製錬事業へ供給するとともに、一部外部にも販売しています。
また、当社が保有し、運営する菱刈鉱山では、金鉱石を採掘し製
錬事業へ供給しています。

製錬事業 　　 P.53-57

　銅・金の鉱石を市場や資源事業から調達し、ニッケル・コバル
トの鉱石を出資鉱山から調達して製錬、加工を行っています。製
品については、金属材料は金属加工事業者や商社向けに販売し、
電池正極材の材料となる金属材料は材料事業に供給しています。

材料事業 　　 P.58-63

　電池材料事業では金属材料を製錬事業から調達し、その他原
材料を外部から調達して、電池正極材へ加工し、電池メーカーに
販売しています。機能性材料事業では結晶材料、粉体材料、パッ
ケージ材料など様々な製品群を持ち、原材料を自社および外部か
ら調達して加工し、電子デバイスメーカーなどの顧客へ販売して
います。

3事業連携から生み出される競争優位
①  資源開発に関する規制や需給の動向等の情報共有による調達
リスクの大幅な低減

②  非鉄金属素材の技術情報の共有化、及び材料事業部門の顧
客との協働による、効率的な新製品開発の推進

③  製錬、材料事業の連携による、車載向け電池正極材など高機
能材料の安定供給

④  製錬、材料事業の連携による、供給素材の特性の最適化
⑤  資源、製錬事業の連携による、マイニングビジネス機会の先取
りと拡大

⑥  多様なバックグラウンドを持つ人材の「知恵の結集」による革
新的イノベーション

⑦  資源、製錬、材料事業の連携による、循環型システムの構築と
機会拡大

⑧  一貫した自社内でのサプライチェーンによる、品質等のトレー
サビリティの実現

リサイクル 　　 P.67

　当社グループは様々なリサイクルに取り組んでいます。製錬事
業では、亜鉛に関して鉄鋼メーカーや商社から鉄鋼ダストを購入
し、金属亜鉛の原料となる粗酸化亜鉛焼鉱を製造、販売していま
す。また、銅については電線などの銅スクラップを購入、製錬し、
リサイクルを行っています。
　近年、自動車の電動化が急速に進展する中、製錬事業におい
て、車載用の使用済み二次電池からニッケル・コバルトを回収、
金属材料に加工して、材料事業へ供給し、材料事業において電池
の正極材としてよみがえらせる電池リサイクルを推進しています。
さらに、当社はリチウムについても使用済み二次電池から回収す
る技術を確立しています。今後も、当社グループは様々なリサイ
クルに取り組んでいきます。

製錬

資源
材料

住友金属鉱山グループの価値創造
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価値創造プロセス（ビジネスモデル）の解説



住友の事業精神
源流事業を受け継ぐ信頼と誇り

●  「当社グループの成長は、住友の事業精神のもと、
従業員の家族も含めて幸せになること、社会とと
もに発展することである」という考えに立脚し、事
業を通じた地域社会との共存共栄を永きにわたり
実践

●  鉱山開発は「街づくり」から。別子銅山の稼働中
に住友が創立した愛媛県新居浜市の小学校は創
立127年

●  国内だけでなく、海外においても奨学金制度、病
院や学校の運営、道路建設などを通じて地域社会
に貢献

●  対話と連携に基づいた地域社会との信頼関係構築

●  材料だけでなくその原料である金属の特性まで熟
知している強みを活かし、これまで開発した様々
な技術を、顧客が望む「イノベーション」に結実

●  低品位酸化鉱からニッケルを抽出する技術を保有
し、安定して素材を確保できる体制を構築。大手
電気自動車メーカー向けリチウムイオン電池に用
いられるニッケル系正極材で世界トップクラスの
シェアを有する

●  長期的視点で顧客の要求に粘り強く応え、信用獲
得を旨に真摯に対応し、車載、エネルギー・環境、
通信分野などに向けた新製品の創生を継続

●  資金投入から回収まで長期間を要する資源・製錬
の開発プロジェクトにかかる一時的な巨額のキャッ
シュ・アウトフローに耐えうる、投資機会を逸しな
いための健全な財務体質を維持

●  国内で唯一大規模商業生産を行う金鉱山である
菱刈鉱山、世界トップクラスの銅生産量を誇るモレ
ンシー銅鉱山など、健全な財務体質を支える優良
鉱山の権益を複数保持

●  収益力を維持するために果断にポートフォリオの
見直しを実施

●  430余年にわたり脈々と受け継がれている「住友
のDNA」

●  住友の事業精神、SMMグループ経営理念や経営
ビジョンの全従業員への継続的な教育による浸透
と実践

●  人材への積極的な投資（各種研修プログラム、学
習機会の提供、健康経営推進など）

●  人を大切にし、多様性を尊重する風土（ライフス
テージに対応した配置と支援、近年では、キャリ
ア採用の強化）

●  組織や職位を超えたコミュニケーション活性化の
ための取り組みを推進

●  適正な管理体制がなければ人命にかかわる重大事
故が起こりかねない事業であることを認識し、重
篤災害ゼロという目標を掲げ、労使が一体となっ
て安全の取り組みを推進

●  重篤災害リスク （可動部、墜落・転落、重量物、重
機）に重点を置いた設備対策・本質安全化の推進

●  「作業観察」「実践的RA（リスクアセスメント）」に
よる現場のリスクに対するチェック・アクションの
強化と、重点志向の取り組みなどによる現場管理力
向上 

●  より効果的な教育訓練の導入・展開による危険感
受性向上（VRなども活用した体感訓練など）

●  保有している海外優良鉱山権益の基盤は、業界トッ
プクラスの信頼できるパートナーとの良好な関係
の構築・維持

●  長期的なパートナーとしての信頼関係が、次のビ
ジネス機会を築く

●  住友の事業精神に基づく事業運営の姿勢と、永い
歴史に培われた金属に関する高度な知見と技術を
「信頼」のベースとして、取引先との強固なパート
ナーシップを実現

●  源流は、1600年頃に京都で蘇我理右衛門が開発
した「南蛮吹き」の技術

●  開発困難な新鉱床や海底資源開発に挑む探鉱・
採鉱・選鉱技術

●  世界に先駆けて低品位酸化鉱からニッケルを資源
化したHPAL法などの高度な製錬技術

●  歴史に培われた金属に関する高度な知見と材料
分野における高い技術力を融合し、資源開発から
高機能材料の生産・リサイクルに至る一貫したサ
プライチェーンによる3事業連携のビジネスモデル
で、脱炭素社会に貢献

●  学術機関とも連携し、2050年の社会を見据えた
技術革新に挑む

4 6 7

2

5

31

社会・関係資本 社会・関係資本 財務資本、自然資本

人的資本

人的資本、製造資本

社会・関係資本、自然資本知的資本、製造資本、自然資本

事業を通じて蓄積してきた 
地域社会との関わり

顧客ニーズに寄り添い 
応え続ける協働力

投資機会を逃さない 
ための財務体質

事業精神を共有する従業員と 
自由闊達な企業風土

安全に対する堅い決意のもと、職制の各階層
に応じた責任を果たす重大リスク管理

長期的視点に立った 
ビジネスパートナーとの信頼関係

430余年磨き続けた 
次代を見据える技術

住友金属鉱山グループの価値創造
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住友金属鉱山グループの資本
住友の事業精神が培った「7つの競争力」

住友グループの源流である銅製錬事業を受け継いだ
当社グループは、430余年の歴史の中で培った様々な
資本を戦略や事業の中で掛け合わせることで「7つの
競争力」を作りあげてきました。
　成長の基盤を形成するこれらの競争力のよりどころ
となるのが、「住友の事業精神」。事業精神の実践によ
り、当社グループはこれまであらゆる困難を乗り越え
てきました。現在では、資源事業、製錬事業、材料事
業それぞれの強みを活かした3事業での連携や、21中
計で掲げた「4つの挑戦」を通じた「変革」、「伝承」、「育
成」により、時代の変化にしなやかに対応しています。



リスク要因（外部要因 /内部要因） リスク（脅威） リスク軽減のための対応 機会 戦略（具体的な取り組み）

1

政治・政策
・  保護主義の先鋭化
・  環境に関する規制強化
・  資源ナショナリズムの高揚
・  国家間の紛争・摩擦

・  鉱山、製錬所の投資、操業コストの上昇
・  開発許認可の厳格化
・  未加工鉱石の輸出禁止
・  鉱山の国有化・課税強化
・  需給およびサプライチェーンを含む生産に与える悪影響

・  鉱山権益を獲得・保有することで資源を安定調達
・  HPALプラントによる現地でのニッケル 
低品位鉱の加工　
・  環境、社会貢献（利益の還元）、地域住民や先住民
への対応
・  大使館、政府、JVパートナーを通じた情報収集
・  資源ナショナリズムリスクを考慮した契約の締結
・  材料調達先・製品販売先の分散
・  BCPの策定・危機管理体制の構築　

■  新興国の経済成長・発展に伴う 
銅・ニッケル需要の高まり

■  クリーンエネルギー増加に伴う 
銅・ニッケル需要の高まり

■  電気自動車の需要増加に伴う 
銅・ニッケル需要の高まり

■  電気自動車の需要増加に伴う 
正極材需要の高まり

■  デジタル社会の実現に向けた、 
電子機器に使用される機能性 
材料の需要の高まり

■  資源の枯渇、環境意識の高まり、 
金属需要・使用済み製品回収 
増加などに伴うリサイクル需要の
高まり

■  正極材ラインアップの拡充（LFP）

2

事業環境
・  金属価格や為替の変動
・  先端製錬技術の一般化
・  材料事業市場の変化
・  持続可能な社会形成への意識の高まり
・  ESG投資への関心の高まり（ネガティブスクリーニ
ング等）
・  カーボンニュートラルの動きの加速
・  情報セキュリティに関する重要性の高まり
・  グローバル化による知的財産の重要性の高まり
・  感染症の流行
・  世界経済の減速
・  半導体等の産業用部材・物資の不足
・  エネルギー価格高騰

・  金属価格の低下、為替レートの変動による業績へのマイナス影響
・  金属価格の急激な高騰による代替素材への切り替わり
・  HPAL技術の優位性低下
・  技術革新や市場変化による既存製品・技術の陳腐化
・  ESG対応への遅れによる投資対象からの除外
・  GHG排出量削減対応の遅れによる競争力低下
・  情報セキュリティ体制構築の遅れによる情報の外部流出や破壊、改ざん等
・  特許侵害など、知的財産に関する訴訟提起
・  感染症による、需給およびサプライチェーンを含む生産に与える悪影響
・  操業コストの上昇による競争力の低下

・  金属価格や為替の変動による経営影響への事前 
分析
・  代替素材・技術への事業参入（例 . LFP）　
・  生産技術（HPAL）の深化・継続的改善 
および安定操業
・  第3のHPALプラントの実現
・  顧客と連携して研究開発を強化、新規顧客や市場
の開拓
・  材料事業の強化（新製品の開発、生産能力の向上）　

・  GHG排出量削減活動　
・  情報セキュリティ強化　
・  知的財産管理の徹底および対応
・  BCPの策定・危機管理体制の構築
・  一貫したサプライチェーンによる安定供給
・  費用の圧縮と資材のコストダウン

■  優良な海外鉱山等への投資および開発への 
参画

■  ニッケル鉱源確保に向けた取り組み
■  HPAL技術の付加価値向上
■  低炭素負荷製品の事業拡大
■  GHG排出量削減に貢献するプロセス・製品の
研究開発　

■  電池材料の生産増強（新工場建設） 
2030年度までに電池正極材生産能力1万5,000
トン体制確立　

3

資源開発、製錬操業
・  資源の枯渇、優良鉱山の減少（鉱山開発の難度上
昇）
・  甚大な事故・災害の発生
・  「ビジネスと人権」に関する問題の顕在化
・  事業進出地域における社会情勢の悪化
・  デジタル技術の拡大・活用・最適化

・  競争激化により権益獲得難度の上昇
・  鉱山の投資、操業コストの上昇
・  テーリングダムの決壊事故をはじめとする重大環境事故
・  地域住民、先住民の権利侵害、地域社会からの反対によるプロジェクトの 
遅延、撤退
・  暴動やストライキによる生産活動の停止
・  DX対応への遅れによる競争力低下

・  操業改善（安定操業と効率化に向けた 
技術者の派遣、既存操業設備の改良、工程の能力
向上）
・  EMS（環境マネジメントシステム）の推進　
・  国際規格に沿った管理（テーリングダム管理など）　

・  地域住民との対話と共存　
・  先住民文化理解の向上　
・  鉱物調達に関するデューディリジェンスの実施　 

・  BCPの策定・危機管理体制の構築　

■  健全な財務基盤の確保　
■  優良な海外鉱山等への投資および開発への 
参画

■  責任ある鉱物調達・サステナビリティ調達の 
推進　

■  重大環境事故防止のための改善、管理強化 
（テーリングダム他）
■  DX推進組織の立ち上げ　

4

労働環境
・  少子高齢化の進展に伴う労働力人口の減少
・  人材・働き方の多様化
・  国内労働市場の流動化の進展
・  重篤な労働災害の発生

・  労働力不足による操業への悪影響（プロジェクト遅延や新規参入機会の逸
失、技術伝承・生産活動継続の困難化）
・  優秀な労働力の社外流出

・  ダイバーシティ・働き方改革への対応などによる 
人材活用の推進
・  理念に共感する人材の確保・育成
・  労働安全衛生システムの推進

■  積極的にキャリア採用を行い多様性を確保
■  工場の安全化・スマート化推進
■  人材戦略（確保・育成・活用）の推進
■  DXの推進による省力化　
■  企業ブランディング強化による認知拡大

5
地球温暖化、気候変動
・  自然災害の発生頻度の増加、災害激甚化

・  洪水、暴風雨などの激甚化による設備・施設などへの被害、流出事故の発生
・  グローバルサプライチェーンの中断

・  大規模災害への対応
・  BCPの策定・危機管理体制の構築　

■  災害を想定した設備づくり、訓練・BCPでの 
対応

■  製造拠点の分散化

6

品質マネジメント、コンプライアンス
・  適正な品質管理の重要性の高まり
・  コンプライアンス違反の発生
・  顧客からの品質基準の高度化

・  当社グループの製品サービスにおける法令違反や大規模リコールの発生
・  重大な法令違反（腐敗・競争法違反）

→  品質マネジメントシステムの順守とさらなる品質
向上と管理強化への取り組み　

→  過去の違反の再発防止および適切に対応できる 
体制の構築　

P.57

P.137

P.60

P.58-63

P.91

P.137

P.64-66

P.59-60

P.96

P.96

P.113-114

P.115

P.116

P.137

P.46-47

P.116-117

P.68-69

P.68-69

P.137

P.138-139

P.134-135
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リスクと機会



売上高

親会社の所有者に帰属する当期利益 営業キャッシュ・フロー
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税引前当期利益／内 持分法投資損益／ 
税引前当期利益率

有利子負債額／ギアリングレシオ（D/Eレシオ） ROA／ROE

1株当たり配当金／配当性向 設備投資／減価償却費

親会社所有者帰属持分／親会社所有者帰属持分比率

■ 税引前当期利益（左軸）　　■ 内 持分法投資損益（左軸）
 税引前当期利益率（右軸）

■ 有利子負債額（左軸）
 ギアリングレシオ（D/Eレシオ）（右軸）

 ROA　　  ROE

■ 親会社所有者帰属持分（左軸）
 親会社所有者帰属持分比率（右軸）

■ 1株当たり配当金（左軸）
 配当性向（右軸）

連結売上高は、銅およびニッケル価格が前期を上回ったこと、なら
びに旺盛な需要に支えられている車載用電池向け部材や粉体材料
の増販などにより、前期に比べ3,330億円増加し、1兆2,591億円と
なりました。

親会社の所有者に帰属する当期利益は、連結税引前当期利益が増
加したことなどにより、前期に比べ1,864億円増加し、2,810億円と
なりました。

営業活動によるキャッシュ・フローは、非鉄金属価格の上昇などの影
響により棚卸資産および前渡金が増加したものの、税引前当期利益
が前期に比べ増加したことなどにより、当期は収入が増加しました。

当期末の資産合計は、前期末に比べ3,828億円増加し、2兆2,688億
円となりました。非鉄金属価格の上昇などの影響による棚卸資産、
営業債権およびその他の債権の増加や持分法による投資損益の計
上などによる関係会社株式の価格上昇が主な要因です。

連結税引前当期利益は、増収および持分法による投資損益の好転
ならびにシエラゴルダ銅鉱山（チリ）に係る全権益持分の譲渡など
により、前期に比べ2,340億円増加し、3,574億円となりました。

当期末有利子負債額は、前期末に比べ293億円減少し、3,014億円
となりました。ギアリングレシオ（D/Eレシオ）は前期末に比べ0.09
ポイント好転し、0.21倍となりました。

ROAは13.53%となり、前期と比べ8.28ポイント増加しました。ROE
は21.96%となり、前期と比べ13.02ポイント増加しました。ROA・
ROEともに、18中計における2021年度試算値（ ROA：4.8%・ROE：
7.9%）を上回る水準となりました。

2021年度の1株当たり年間配当金は、中間配当113円と期末配当
188円を合わせて、過去最高の301円と前年比180円の増配となり
ました。配当性向は、21中計期間の配当方針である「連結配当性
向原則35%以上」を満たし、35.1%※2となりました。

前期からの支出時期ずれ込み等により当期は前期と比べ83.8%増
加となる645億円の設備投資（有形固定資産および無形資産ベース）
を実施しました。

親会社の所有者に帰属する持分合計は、前期末に比べ3,314億円増
加し、1兆4,453億円となりました。親会社所有者帰属持分比率（自
己資本比率）は63.7%で財務健全性に関する数値目標である50%
超を満たす水準を維持しています。

国・地域別の支払法人税（2021年度）

（百万円）

日本 米国 オランダ ペルー チリ 中国

33,094 9,460 662 16,260 5,852 1,598

フィリピン ニューカレドニア オーストラリア その他 合計

4,040 530 574 30 72,100

※  持分法適用会社について、法人税等の金額のうち当社持分比率見合いを上記に含めています。

※1  2017年10月1日に株式併合を実施。
※2  2021年度に計上したシエラゴルダ銅鉱山に係る権益の全持分譲渡に伴う売却益には、2019 年度の利益剰余金期首残高で調整した Sierra Gorda S.C.M.への貸付金
等に対する貸倒引当金の累積的影響額（改訂 IAS 第 28 号「関連会社及び共同支配企業に対する投資」）の戻入れに相当する金額が含まれています。そのため、この
会計基準の適用に起因し、本持分の譲渡に伴い発現した2021年度の業績への影響額については、配当額の算定において除いています。この会計処理の適用に起因
する影響額を除いた基本的1株当たり当期利益は857.47円となります。

■ 設備投資　　■ 減価償却費

住友金属鉱山グループの価値創造

34 35住友金属鉱山　統合報告書　2022 住友金属鉱山　統合報告書　2022

住
友
金
属
鉱
山
グ
ル
ー
プ
の
価
値
創
造

財務・非財務ハイライト



財務・非財務ハイライト

地域別役員・従業員数（連結）（2022年3月末）　※ （　）は2021年3月末時点からの増減

労働災害度数率

役員・従業員数（連結）推移　※各年度末時点ステークホルダーごとの価値分配

GHG排出量の推移（スコープ1+2）

設備投資における環境保全関連投資

役員・従業員の状況（連結）　※各年度末時点

（百万円）

年度 2017 2018 2019 2020 2021 2022（計画）

公害防止・環境保全 4,343 5,508 5,244 5,715 7,549 15,551 

省エネルギー 198 100 141 339 157 312 

合計 4,541 5,608 5,385 6,054 7,706 15,863 
▼ ▼ ▼ ▼ ▼ ▼

設備投資額に対する比率 6.1% 11.8% 10.6% 17.3% 11.9% 11.3%

（億円）

0

12,000

9,000

6,000

3,000

（年度） 2020 2021201920182017

8,831 9,046 8,665 8,606

11,791

0

2.0

1.5

1.0

0.5

（年） 2020 2021201920182017

1.68

1.61

0.35 0

0.35

1.71

1.05 1.13

1.48

0.97

（人）

0

8,000

6,000

4,000

2,000

（年度） 2020 2021201920182017

7,782 7,408 7,570 7,797 7,879
1,873 1,564 1,665 1,647 1,655

5,909 5,844 5,905 6,150 6,224

（千t-CO2e）

0

3,000

2,000

1,000

（年度） 2020 2021201920182017

2,820 2,809 2,807 2,760 2,6471,405 1,353 1,412 1,387 1,300

1,415 1,456 1,395 1,373 1,347

■ 取引先　　■ 従業員　　■ 株主・債権者　　■ 政府・行政　　■ 社会 ■ 国内　　■ 海外

 国内　　  海外 ■ 国内　　■ 海外

国内事業所においては、リスクアセスメントを通じた設備安全化や
作業観察を通じたライン管理体制の構築を推進しましたが、件数は
20件と下げ止まっています。海外事業所では国内災害対策の展開、
KY教育や安全パトロールなどの取り組みを効果的に行い、2020年
に労働災害ゼロを達成し、2021年も国内事業所と比較して良好な
状況が維持されています。

2021年度の当社グループのGHG排出量（スコープ1+2）は、省エネ
ルギー活動等の取り組みによって削減し2,647千 t-CO2eでした。

日本

6,224人（+74）

オランダ

1人（±0）
中国

108人（+6）

ブラジル

1人（-3）

韓国

4人（±0）

台湾

27人（±0）

オーストラリア

8人（+1）

フィリピン

1,433人（+3）

タイ

4人（±0）
チリ

26人（±0）

ペルー

16人（±0）

米国

14人（+1）

カナダ

13人（±0）

（人）

年度 2017 2018 2019 2020 2021

役員・従業員の内訳

管理社員 1,179 1,107 1,076 1,082 1,061

一般社員 5,800 5,579 5,711 5,895 6,033

嘱託・期間雇用 694 612 678 710 676

役員 109 110 105 110 109

合計 7,782 7,408 7,570 7,797 7,879

役員・従業員の男女別内訳
男性 6,448 6,079 6,178 6,328 6,415

女性 1,334 1,329 1,392 1,469 1,464

海外現地採用の上級管理職者数
※  部長クラス以上

男性 9 11 15 12 14

女性 2 2 6 5 6

取締役の内訳

男性 7 7 7 7 7

女性 1 1 1 1 1

合計 8 8 8 8 8

うち、社外取締役 3 3 3 3 3
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